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Abstract. This paper examines how college internship programs in Japan have affected 
job hunting and recruitment activities under the current global economic crisis. New 
college graduates encounter a tough job market. They become nervous about their future. 
Job hunting and recruitment activities start earlier and these activities are more severe 
and prolonged because of economic stagnation. Internship programs in Japan were 
introduced in 1997 by the government.  Corporations in Japan have accepted, both as a 
social responsibility and as a public relations opportunity. In the past ten years, however, 
internship programs have become a tool to recruit freshman employees. In view of this, it 











状況であり、政府が 2009 年 11 月 20 日発表した 11 月の月例経済報告では、国内の物価の状況
について「緩やかなデフレ状況にある」とし、日本経済のデフレ入りを 3 年以上ぶりに宣言している。
2009 年９月の新政権発足以後 100 日が経過しても経済の落ち込みは止まらない。こうした景気後
退により、失業者や自殺者の数は相変わらず高止まりし、雇用状況の悪化、中でも非正規社員の




14 日、文部科学省と厚生労働省は、2009 年度大学等卒業予定者の就職内定状況調査 1を発表
し、内定率は、昨年 12 月１日時点で 73.1％であるとし、調査が始まった 1996 年以降最低となった
としている。そして、前年からの下げ幅も、過去最大だった 2009 年 10 月時点と同水準の 7.4 ポイ
ント減であるとし、2000 年前後の「就職氷河期」よりも厳しい雇用状況であることが明らかになった
のである。言いかえれば、現在の新卒採用システムは経済の良し悪しに大きな影響を受けるという

































3によれば、平成 21 年 11 月分の結果では、就業者数は 6260 万人で前年同月に比べ 131 万人
減少し、22 ヶ月連続減少しているとし、就業率は 56.6%で同年同月に比べて 1.2 ポイントの低下と














（1991 年卒）の 84.0 万人に次ぐ水準となり、一方、学生の民間企業就職希望者数は 43.7 万人で、
1991 年卒生の民間企業就職希望者数よりも 15 年間で就職者数が５割増加している。次いで





た 2000 年卒生の 0.99 倍や、1996 年卒生の 1.08 倍の時期ほどには、落ち込まない見通しとなっ






図表１ 大卒求人倍率          
2010年卒 2009年卒 2008年卒 2007年卒 2006年卒 2005年卒 2004年卒 
1.62倍 2.14倍 2.14倍 1.89倍 1.60倍 1.37倍 1.35倍 
 
2003年卒 2002年卒 2001年卒 2000年卒 1999年卒 1998年卒 1997年卒 
1.30倍 1.33倍 1.05倍 0.99倍 1.25倍 1.68倍 1.45倍 
出所：ワークス研究所 「大卒求人倍率調査」から作成 
 
2011 年卒者のワークス採用見通し調査（新卒：2011 年卒 中途 2010 年度）によれば、来年度も
雇用の先行きは依然不透明とし、人材不足のある企業は３社に１社であるものの、多くの企業で採
用計画がたたないと報告している。この調査によれば、2011 年卒対象の大学生・大学院生の新卒











大学院生）について、「増える」が 4.0%、「変わらない」が 49.2%となっているのである。これは 1990
年代の「就職氷河期」に新規学卒者採用を手控え、企業内の世代不均衡が生じたことを考慮して




図表２ 2010年と 2011年の新卒者採用見通し（大学生・大学院生）                                
 増える 変わらない 減る わからない 無回答 
2010年卒者 8.3% 50.6% 15.7% 25.1% 0.3% 
2011年卒者 5.5% 48.4% 9.3% 36.6% 0.1% 
出所：株式会社リクルート研究所 『ワークス採用見通し調査（新卒：2011 年卒 中途：2010 年度）』 P３
から作成 
 
図表３ 業種別 2010年と 2011年の新卒者採用見通し（大学生・大学院生）    （%ポイント） 
 社数 増える 変わらない 減る わからない 増える −減る 
製造業 2010 1482 8.3% 51.5% 16.2% 23.7% −7.9 
2011 2113 5.9% 46.3% 8.8% 38.9% −2.9 
流通業 2010 726 9.0% 51.1% 17.8% 22.0% −8.8 
2011 974 5.1% 49.0% 12.0% 33.6% −6.9 
金融業 2010 179 3.4% 34.6% 12.8% 48.6% −9.5 
2011 213 2.8% 46.0% 4.7% 46.5% −1.9 
サービス 
・情報業 
2010 766 8.9% 52.1% 13.7% 24.9% −4.8 
2011 1075 5.8% 52.3% 8.8% 32.9% −3.0 






























制も一層激しくなったのであるが、本格的には 1990 年代後半〜2000 年代前半を特にバブル崩壊




































































 平 15年度 平 16年度 平 17年度 平 18年度 平 19年度 
実施校数 384校 418校 447校 499校 504校 
 実施率 55% 59% 62.5% 69.8% 67.7% 
『大学等におけるインターンシップの実施状況調査（承認統計）』の平成 15 年度〜19 年度から作成 
 
図表５ 大学におけるインターンシップ体験学生数                                
 平 14年度 平 15年度 平 16年度 平 17年度 平 18年度 平 19年度 
学生数 30222人 34125人 39010人 42454人 50430人 49726人 
『大学等におけるインターンシップの実施状況調査（承認統計）』の平成 14 年度〜19 年度から作成 
 
図表６ 大学におけるインターンシップ実施期間 
 平 16年度 平 17年度 平 18年度 平 19年度 
1〜２週間 49.9% 45.6% 50.0% 50.7% 
『大学等におけるインターンシップの実施状況調査（承認統計）』の平成 16 年度〜19 年度から作成 
  
図表７ 大学におけるインターンシップ実施学年 
 平 16年度 平 17年度 平 18年度 平 19年度 
実施学年 3年生 75.5% 3年生 74.9% 3年生 71.1% 3年生 74.7% 
『大学等におけるインターンシップの実施状況調査（承認統計）』の平成 16 年度〜19 年度から作成 
 
東京経営者協会が厚生労働省、東京労働局の委託を受け、平成 14 年度からインターンシップ
受入企業開拓事業に取り組み、平成 21 年度で８年目を迎えたこの事業も、厚生労働省は平成 21
















































































































































 図表９   インターンシップのメリット 
 
2大メリット やりたい仕事が見つけられる 劇的に成長できる 
＋ 
メリット１  タイムマシンに乗れる 
メリット２  就活に必要なコミュニケーション能力を身につけられる 
メリット３  業界・職種のことがよりリアルにわかる  
メリット４  尊敬出来る社会人の先輩とつながりがもてる 
メリット５  学校の枠を超えた「仲間」ができる 






















































計画' 〜新たな経済成長にむけての新行動計画〜」1997 年 P20 
6 文部省『インターンシップ・ガイドブック』 ぎょうせい 平成 12 年 P1-2 
7 財団法人北海道地域総合振興機構（はまなす財団）「企業むけインターンシップ度入マニュアル」（経
済産業省委託事業）平成 15 年 
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9 文部科学省 「大学等における平成 19 年度インターンシップ実施状況調査について」を平成 14 年ま
でさかのぼって作成したものである。 
10 東京経営者協会『平成 21 年度インターンシップ成果報告書ー東京経営者協会』平成 22 年 P1 
11 大久保幸夫 『日本の雇用--ほんとうは何が問題なのか』講談社現代新書 2009 年 P72-77  
12 常見陽平 『就活格差』 中経出版 2009 年 P52-54 
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本調査は全国の満 15 歳〜69 歳の男女個人を対象に実施、1997 年から３年毎に実施し 2009 年で５
回目である。調査方法は訪問留置法、抽出方法は層化二段無作為抽出法で、回収サンプル数は
2009 年は 10252 人である。 
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